
 

福岡の野菜特別対策事業実施要領（第４関連） 

（別紙） 

 

１．露地野菜産地育成事業 

（１）対象品目  ：露地野菜（トンネル栽培を含む） 

（キャベツ、レタス、ほうれんそう、ブロッコリー等） 

（２）対象者   ：露地野菜を、新規に１品目３０ａ以上導入する生産者 

※新規に導入とは、過去３年間販売を目的とした露地野菜の生産実績が

ないこと。 

（３）助成対象  ：露地野菜を新規に導入する生産者に、導入面積に応じて支援 

        ※新規導入に必要な種苗費、肥料・農薬等資材費への助成。 

（４）補助額   ：新規導入面積１０ａ当たり５万円 

  ※ただし、補助額は１千円未満切捨てとし、1経営体あたり上限５０a

（２５万円）までとする。 

（５）要件等   ：新規導入の露地野菜はＪＡ共販とすること 

 

２．夏秋果菜産地育成事業 

（１）対象品目  ：夏秋果菜 

（夏秋なす、夏秋とまと、夏秋きゅうり等） 

（２）対象者   ：対象となる夏秋果菜を、新規に１品目１０ａ以上導入する生産者 

※新規に導入とは、過去３年間販売を目的とした夏秋果菜類の生産

実績がないこと。 

※豆類については、下限５a以上導入する生産者とする。 

（３）助成対象  ：夏秋果菜を新規に導入する生産者に、作付面積に応じて支援 

※新規導入に必要な種苗費、支柱、肥料・農薬等資材費への助成。 

（４）補助額   ：新規導入面積１０ａ当たり１０万円を助成する 

※ただし、補助額は１千円未満切捨てとし、1経営体あたり上限３０a

（３０万円）までとする。 

（５）要件等   ：新規導入の夏秋果菜はＪＡ共販とすること 

 

３．県育成オリジナル品種普及推進支援事業 

（１）対象品目  ：県育成オリジナル品種 

（サラサラごんぼ等） 

（２）対象者   ： 新規に県育成オリジナル品種を１０a以上導入する生産者 

※新規に導入とは、過去３年間販売を目的とした県育成オリジナル品

種の生産実績がないこと。 

（３）助成対象  ：新規に県育成オリジナル品種を導入する生産者に対し、導入面積に 

応じて支援 



        ※新規導入に必要な種苗費、肥料・農薬等資材費への助成。 

（４）補助額   ：新規導入面積１０ａ当たり５万円 

  ※ただし、補助額は１千円未満切捨てとし、1経営体あたり上限５０a

（２５万円）までとする。 

（５）要件等   ：新規導入の県育成オリジナル品種はＪＡ共販とすること 

 

４．施設野菜技術高度化モデル事業 

（１）対象品目 ：施設野菜 

（いちご、トマト、なす、きゅうり等） 

（２）対象者  ：施設野菜のＪＡの部会員を構成員とする５名以上のグループ 

（同一部会からは１グループのみ対象） 

（３）助成対象 ：①野菜施設内に環境測定装置を新規に導入することにより、測定データ

に基づく高度な栽培管理実践（IOT）に取り組むグループに支援 

②測定データの共有・活用推進を目的とした検討会・研修会及び先進地

調査に要する費用を支援 

（賃借料、印刷費、旅費、講師料、その他協会が認めるもの） 

 

（４）補助額  ：①環境測定装置設置新規導入の取り組みに対し、グループ参加者１人当

たり１０万円、１グループ１００万円を上限に助成する 

※同一の取り組み内容に対する助成は、平成２９年度～令和元年度事業

を含め同一部会１回のみとする。 

②助成対象となる費用の１／２以内 

※但し補助額は 100万円を上限とし、1千円未満切り捨てとする 

※同一部会への助成は、事業期間内１回のみとする 

 

（５）要件等  ：以下の要件を満たすこと 

① 環境測定装置の新規導入 

ア、 グループ全員が野菜施設内に加温施設、給水施設、光合成促進装

置を導入済みであること 

イ、 グループ全員が事業実施年度内に環境測定装置（温度、湿度、炭

酸ガスは必須）を設置するとともに、測定データをグループ内で

共有すること 

ウ、 測定データを活用して栽培技術の向上に関する研修会を実施する

とともに、普及指導員や専門家等の指導を受けること 

  ※グループ外の部会員も研修会に参加することは可能 

② 測定データの共有・活用推進 

ア、 計画書が福岡県園芸振興推進会議において示された品目別の年間

取組み事項に沿ったものであること 

イ、 他の補助金の対象とならない事業に限る 

ウ、 取組みの経過並びに結果については、要請に応じ福岡県園芸振興

推進会議品目別検討会（専門委員会・振興対策会議など）で報告

すること 

 



５．共通 

（１）補助額  ：令和４年度 ６，０００千円 

令和５年度 ７，０００千円 

令和６年度 ７，０００千円 （３カ年合計２０，０００千円以内） 

（２）重複支出 ：この事業の補助金は他の補助金との重複支出はしない。 

以 上 


